
lA06 コーポレート・バウンダリーレス・ビジネスにおける 

バウンダリー・マネジメント 

0 近藤正幸 ( 構図大環境情報研 ) 

ィ ．はじめに・ 
今日の実際の ビジ不スは エレクトロニクス 産業における 産業構造の水平化による 企業間の連携、 IT 産業にお 

けるコンテンツから 通信までの専門企業の 連携、 バイオ産業における 産学の密接化、 ベンチャーと 大企業との 

製品開発と生産技術開発・ 生産・販売の 連携に見られるよ う に 、 個々の企業の 境界を超えて 行われている。 さら 

に、 こうした連携にバローバル な 視点が加わってきている。 

こうしたビジネスにおいては、 これまでの 1 社内、 1 企業グルーブ 内の連携とは 異なり、 例えば研究開発に 

おいては特許出願性向が 高まるなどの 現象が現れている。 このように日本の 企業があ まり得意でないようなこ 

れまでとば異なったマネ 、 ジメントの能力も 要求されてくる。 

こうした傾向ばさらに 強まり、 それも、 これまでのように 個々の企業のアイデンティティを 強く保持したま 

まの連携やいつものメンバーとの 連携とは異なるもっと 柔軟で迅速な 形で実行されてるようになるであ ろう。 

このような コ一 ボレート・バウンダリーレス・ビジネスにおいては、 ビジネ 、 スを 開始する双の 契約、 実施中の コ 

ミュニケーション、 成果の実際の 配分など、 境界をどこに 引き、 どのように分担配分するかといったバウン 

ダリー・マネジメントが 重要となる。 

本稿では主に 研究開発の面における 上記のようなトレンドを 記述するとともに、 コーポレート・バウンダ   リ ー - 

レス・ビジイスにおけるバウンダリー・マネ 、 ジメントを考える 上での枠組みについて 議論する。 

2. コーポレート・バウンダリーレス・ビジネスの 必要性 

コ一 ボレート・バウンダリーレス・ビジ イス の研究開発における 必要性は従来の 連携について 言われているこ 

とであ るが、 まず資源の面から 言える。 1 社では困難なプロジェクトも 他者と連携すれば、 同質の資源であ れ 

ば クリティカルマスに 達するとか、 異質な資源であ れば補完しあ える。 また、 同じことをしょうとしていたの 

であ れば資源の重複を 避けることができる。 

最近では、 ビジネスにおいてスピードが 重要な競争要素になっている。 連携すれば、 同じプロジェクトに 多 

くの資源が投入できて 進行が早まるか、 複数のオプションがあ るのであ れば同時に試せる。 

リスクの面でも 連携はよい。 連携により、 技術リスク、 市場リスクが 減少する。 同業者の場合は、 連携した 

部分についてば 競争が排除される。 

以上のようなメリットにより、 連携を組まない 他者への競争優位を 獲得することができるし、 単独では不可 

能なより高い 目標に挑戦することができる。 

こうした必要性に 加え、 最近の技術革新により、 こうした連携が 容易になり加速される 要因があ る。 それは、 

インターネットなど TT 技術の発達により、 距離と時間を 越えてコミュニケージョンが 容易になったことであ 

る 。 また、 知識を形式 知と 暗黙 知 に分けると   デジタル技術の 発達、 ソフトウェアの 高度化などにより、 形式 

知の形態でされる 知識移転、 知識交換が増加してきて い て、 これもこうした 連携を容易にしている。 

  本稿の骨子はスタンフォード 大学一コロラド 大学一高知工科大学 ビデオ・コンファレンス "The Future ofBigBusiness in an 
Era  of  Entrepreneurship,"  September  l5,  2000 ，における筆者の 講演 "The  Age  of  Corpor 、 at ㌃ Boundar Ⅱ ess  BusinesS"  にお 
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3. コーポレート・バウンダリーレス・ビジネスのパターン 

コーボレート・バ ウ ンダリーレス・ビジネスのパターンを 考えてみると、 まず、 機関が同種の 機関かどうか、 

異種の機関かに 分けられる。 個々ではビジネスを 対象としているので、 同種の機関とは 企業同士を考え、 異種 

の機関とは産学官連携を 考える。 

企業同上では、 供給者同士の 場合と供給者と 需要者の場合があ る。 供給者同士の 場合は同業種の 企業が多く 

集まって競争前の 共同研究開発を 行ったり、 少数で戦略的提携をしたりする。 大企業同士、 中小企業同士のほ 

かに、 大企業はスピード、 柔軟性、 専門性を求めて 中小企業を必要とする。 中小企業、 特にべンチャービジネ、 

スは 、 生産能力、 市場へのアクセス、 その他の経営機能を 求めて大企業を 必要とする。 

異業種では、 新しい技術融合の 製品を共同で 開発したり、 中小企業が能力を 補完しあ ったりする。   清 報の分 

野では、 コンテンツ，ネットワーク ， ソフトウェア ，ハードウェアと 多くの専門分野に 特化した企業があ り、 

これらの企業が 連携して競争する。 こうした状況では、 連携は不可欠であ る。 

供給者と需要者の 場合では、 部品メーカーと 完成品メーカ 一の関係とか、 工作機械メーカーと 顧客との関係 

などに見られるメーカー・ベンダ 一関係があ る。 

また、 相手機関が国内か 海外かによって 分けることができる。 一般に海外とは 子会社であ っても難しい 問題 

があ ることが多い。 

図 ]. コーポレート・バウンダリーレス・ ビジネ 、 スの パターン 
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4. コーポレート ，バウンダリーレス・ ビジネスの現状 

研究開発について コ一 ボレート・バ ウ ンダリーレス・ビジネスの 現状を見てみるとこの 10 年くらいで大き 

く 変化しているのがわかる。 他の機関の研究者との 協力を見てみると、 アメリカでは 1997 午に科学技術文献 

の 57% は他の機関の 研究者と共著となっていて、 外国人との共著も 1990 年代半ばには 18% となっていて 1990 

年代初めの 12% から大きく伸びている ，。 世界の科学文献についてみると 1995 一 1997 年には半数の 論文は他 

の機関の研究者と 共著であ り、 15% は国際チームで 執筆されている 3 。 

OECD(1999) によってもこうした 動向 は 明白であ る。 企業はほとんど 単独でイノベーションを 行わないと述 

べているが、 1985-1987 午に比べて 1993.1995 年には特許発明についても 科学論文についても 外国の研究者と 

共同の割合が 大幅に伸びている。 ただし、 日本はこうした 割合が最低となっている。 

海外の技術活動に 関する日本と 欧州、 北米の企業との 相違も面白い。 海外の技術活動として「海覚からのう 

イセンス、 海外企業との 共同研究、 海外の企業・ 製品の買収、 自社の海外の 研究所のうち 何が重要か」、 という 

質問に対して、 北米企業は自社の 海外の研究所、 欧州企業は海外企業との 共同研究、 ほぼ近い重要性で 自社の 

海外の研究所、 日本企業は海外企業との 共同研究、 ほぼ近い重要性で 海外からのライセンスと 答えている。 。 

日本企業の場合はライセンスに 重きを置いていること、 海外の研究所の 設立は増えているがまだ 活用の段階に 

到っていないことが 分かる。 

5. バウンダリー・マネジメント 

それでは コ一 ボレート・バウンダリーレス・ビジネ 、 スを 成功に導くためにはどんなバウンダリー・マネ 、 ジメン 

トが 必要なのだろうか。 

バウンダ       一 ・マネ、 ジメントの対象となるのは、 アウトソーシンバ、 M&A 、 スピンオフ、 アライアンス、 ジ 

コイント・ベンチャ 一などであ る。 その場合に重要な 経営機能は、 知的財産権 マネジメント、 財務マネジメン 

ト、 人的資源マネジメント、 業務分担マネジメントなどであ る。 特に、 人的資源マネジメントは 研究者の流動 

  性 が国際化して 高まることが 想定されるから、 知的財産権 マネジメントとからんで 重要になる。 技術的には、 

技術インターフェース、 標準、 プロトコル、 ファーマットなどが 需要になる。 そして最も重要なのが、 どこま 

で 内部組織で行いどこで 内部に持ち込むかという、 どこに境界を 引くかという 問題であ る。 境界の設定が 組織 

的知識創造のモードとその 成果の落ち着き 先を決める。 

相手との関係では、 役割・義務分担、 成果配分、 紛争解決ルールなどを 決める契約の 締結が重要であ る。 ここ 

で 暖昧 にしては後のトラブルの 元になる。 共同研究開発の 段階では、 コミュニケーションが 重要であ る。 特に 

インターネットを 含め書いたもので 情報交換を図るから 書く能力が求められる。 また、 いかにリーダーシップ 

を発揮するかでそのプロジェクトの 方向が決まる。 さらに、 終わりにはどのように 成果を配分するか、 その後 

に 派生する成果をど う するかを決めなければならない。 成果の 1 っ であ る特許については、 共同研究のほうが 

特許出願性向が 高くなるとか 5 、 共同出願率と 研究者 1 人あ たりの出願件数に 強い相関があ るという分析もあ 

る 6 。 

  

2  NSF(2000) による。 

3  NSF(2000) による。 

4  Reger(2001) による。 

'  Brouwer  el  al.  (1999) を参照。 

6  Kondo(1995)  を参照。 
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共同プロジェクトの 成功には、 信頼とコミットメントが 鍵 となる，。 異業種交流でも 早なる情報交換から 製品 

開発・事業開発に 移るに は 3 一 4 年かかるといわれる。 その期間に信頼関係が 醸成される。 いずれにせよ 共同 プ 

ロジェク ト を首尾よく行 う ためにはそれなりの 経験と訓練が 必要になる。 

6. 日本の課題 

日本企業にとってはどういう 課題があ るのだろうか。 1 つは、 よく言われるが、 こうした共同プロジェクト 

を 開始する双の 構想 力 であ ろう。 実務的には契約の 作成 力 、 そのための交渉 力 、 自己 PR 力 が求められる。 繰 

り返しゲームのように 信頼性を高くしたほうがリターンが 多い状況とは 異なるゲームの 状況を想定しなくて 

はいけない。 成果はどこに 落ちてもよい、 ではなく、 1 回 1 回でけじめをつけた 上で続けるという 態度が必要 

であ ろう。 

共同プロジェクトが 開始されたらば、 高いコミュニケーション 能力が要求される。 特に、 文書でのコミュニ 

ケーションが 基本になるので、 日本ではあ まり訓練される 機会のないきちんと 書く能力、 レボート・ライティ 

ング の能力が求められる。 日本では社内でも 人の移動による   情報伝達が多く 行われる 8 。 もちろん信頼を 勝ち 

得ると同時に、 相手からも強いコミットメントを 引き出すことが 必要であ る。 

ボーダーレス・ ェ コノミ一では 国内ビジネ 、 ス 中心の時代と 異なりボーダーコンシャス・ビジネ 、 スが 決定的に重 

要であ ったよ う に 、 コ一 ボレート・バウンダリーレス・ビジネ 、 ス では日本企業があ まり得意でないかもしれな。 

バウンダ リー・マイジメントが 決定的に重要であ る。 
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